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（訂正）平成２０年３月期決算短信に添付した 
「参考資料」の一部訂正に関するお知らせ 

 
 
平成２０年４月２８日１５時００分発表の平成２０年３月期決算短信に添付したご説明の

ための「参考資料」について、一部訂正がありましたので下記の通りお知らせいたします。
なお、訂正箇所は下線にて表示しています。 
 

 
記 

 
 
１．訂正箇所 
   参考資料〔別紙８〕 期末決算参考数値【連結】 
    
    ※単体は変更ありません。 
 
２．訂正前 

 単位 平成 18 年度 平成 19 年度 増 減 

従 業 員 数（ 期 末 ） 人 24,063 24,641 578 

 
３．訂正後 

 単位 平成 18 年度 平成 19 年度 増 減 

従 業 員 数（ 期 末 ） 人 24,063 24,640 577 

 
 
 
 

以  上 
 

(財)財務会計基準機構会員 
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平成２０年３月期    決算短信               平成２０年４月２８日 

上 場 会 社 名 東海旅客鉄道株式会社     上場取引所 東証一部・大証一部・名証一部 
コ ー ド 番 号        9022                                      ＵＲＬ http://www.jr-central.co.jp 
代  表  者  役職名 代表取締役社長  氏名 松本 正之 
問合せ先責任者  役職名 取締役広報部長  氏名 宮澤 勝己     ＴＥＬ (052)564-2549 
定時株主総会開催予定日  未定                    配当支払開始予定日 未定              
有価証券報告書提出予定日 未定              
 

（百万円未満切捨） 
１． ２０年３月期の連結業績（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）      
 (1)連結経営成績               
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

20 年 3 月期 1,559,467    4.6 434,462    7.9 276,245   16.7 159,774    16.5 
19 年 3 月期 1,491,269    1.6 402,487  △ 0.3 236,654   10.9 137,144    12.0 

 

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 

20 年 3 月期 81,106.04 ― 18.7 5.4 27.9 

19 年 3 月期 69,407.69 ― 15.6 4.5 27.0 
(参考)持分法投資損益    20 年 3 月期      227 百万円     19 年 3 月期     228 百万円 
(注)売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 (2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

20 年 3 月期 5,149,238 930,763 17.8 464,467.22 
19 年 3 月期 5,164,581 804,412 15.3 400,896.57 
(参考)自己資本  20 年 3 月期   915,021 百万円      19 年 3 月期    789,746 百万円 
 
 (3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

20 年 3 月期 500,864 △266,542 △236,496 34,609 
19 年 3 月期 427,062 △218,395 △345,430 36,783 

 
２． 配当の状況 
 １株当たり配当金 

（ 基 準 日 ） 中間期末 期末 年間 
配当金総額 
（年間） 

配 当 性 向 
（連結） 

純資産配当率 
（連結） 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

19年 3月期 3,500.00 4,000.00 7,500.00 14,787 10.8 1.8 
20年 3月期 4,000.00 4,500.00 8,500.00 16,762 10.5 2.0 

21年 3月期 
（予想） 4,500.00 4,500.00 9,000.00    11.9  

 
３． ２１年３月期の連結業績予想（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日） 
 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 円 銭 
第 ２四半期 
連結累計期間 771,000  0.7 244,000  △4.8 183,000  △2.0 106,000 △1.9 53,805.85 

通 期 1,552,000 △0.5 405,000  △6.8 256,000  △7.3 149,000  △6.7 75,632.75 

 (注)パーセント表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率 
 

(財)財務会計基準機構会員 
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４． その他 
(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 
 ① 会計基準等の改正に伴う変更      有 
 ② ①以外の変更               有 
 (注)詳細は、14 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 
 
(3)発行済株式数（普通株式） 
 ①期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年 3 月期 2,240,000 株   19 年 3 月期 2,240,000 株 
 ②期末自己株式数           20 年 3 月期   269,954 株   19 年 3 月期  270,049 株 

(注)１株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、21 ページ「１株当たり情報」を
ご覧ください。 

 
 
 (参考)個別業績の概要 

(百万円未満切捨) 
１． ２０年３月期の個別業績(平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日)        
 (1)個別経営成績              

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

20年 3月期 1,261,246    4.0 412,811    8.4   256,356   18.3 153,953  18.3 
19年 3月期 1,212,314    1.1 380,823  △ 0.8   216,730   10.9 130,141  12.1 
 
 1 株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 

20年 3月期 78,068.53 ― 
19年 3月期 65,794.51 ― 
(注)パーセント表示は、対前期増減率 

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

20年 3月期 4,981,337 881,919 17.7 447,214.58 

19年 3月期 5,003,499 762,381 15.2 386,598.00 
(参考)自己資本  20 年 3 月期   881,919 百万円      19 年 3 月期   762,381 百万円 
 
２．２１年３月期の個別業績予想(平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日)  
 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 円 銭 
第 ２四半期 
累 計 期 間 629,000   0.1 235,000  △5.8 175,000  △3.2 104,000 △4.2 52,737.61 

通 期 1,250,000  △0.9 382,000  △7.5 235,000  △8.3 141,000  △8.4 71,500.04 

 (注)パーセント表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率 

 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
   
 本資料に掲載されている業績予想等の将来に関する記述は、発表日現在において入手可能な情報及び計画
に基づき作成したものであり、実際の業績は今後の経済情勢等によって予想数値と異なる場合があります。 

 業績予想に関する事項については、5 ページを参照してください。 
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１. 経営成績 

 
(１)経営成績に関する分析 

当社グループは、事業の中核である鉄道事業における安全・安定輸送の確保を最優先に、社員

の業務遂行能力の向上、設備の強化等への取組みを続けるとともに、一層の競争力強化及びサー

ビス向上に努めました。 

東海道新幹線については、昨年7月に最新の技術を結集し、最高のサービスを提供する新型車

両Ｎ700系の営業運転開始を柱とするダイヤ改正を実施し､その後も東海道・山陽新幹線直通「の

ぞみ」のＮ700系による運転を順次拡大しました。さらに、本年3月にはＮ700系「のぞみ」の毎

時1本運転、東海道・山陽新幹線直通列車の強化、品川駅・新横浜駅への全列車停車等の大規模

なダイヤ改正を実施し、利便性を高めました。加えて、朝夕のピーク時間帯をはじめとしてご利

用の集中する時期・時間帯には、お客様に快適にご利用いただくとともに、あわせて競争力強化

のため輸送能力を最大限活用して弾力的に列車を増発しました。一方、在来線については、平成

18年度の313系車両の新製・投入及びダイヤ改正により整備した輸送基盤を活かしたサービスを

提供するとともに、本年3月には名古屋地区において快速・普通列車の増発を行うなどのダイヤ

改正を実施しました。さらに、「エクスプレス予約」については、より一層のご利用増に努め、昨

年9月にはカード会員数が100万人（ＪＲ西日本のＪ－ＷＥＳＴカード会員を含む）に到達しま

した。また、本年3月にはＩＣを活用した新しいサービス「ＥＸ－ＩＣ（エクスプレスＩＣ）サ

ービス」を導入するとともに、都市圏用のＩＣカード「ＴＯＩＣＡ（トイカ）」の静岡地区への導

入、及びＪＲ他社との都市圏用のＩＣカードの相互利用を開始しました。 

超電導リニアによる東海道新幹線バイパスについては、当社の使命であり経営の生命線である

首都圏～中京圏～近畿圏を結ぶ高速鉄道の運営を持続的に完遂し、企業としての存立基盤を将来

にわたり確保していくため計画しているものです。現在この役割を担う東海道新幹線は、開業44

年目に入り、懸念されている将来の経年劣化や大規模地震に対する抜本的な備えを考えなければ

ならない時期にきています。また、その輸送力は、これまでの増強によって物理的に最高レベル

に到達しようとしていますが、ピーク時間帯にはご利用が限界を超えているのが実情です。この

ため、その役割を代替するバイパスを当社が開発してきた超電導リニアにより可及的速やかに実

現し、東海道新幹線と一元的に経営していくことが必要です。そこで昨年4月、その第一局面と

して、先ずは21世紀の第1四半世紀である2025年（平成37年）に首都圏～中京圏での営業運転

を開始することを目標に進めることを明らかにしました。その後昨年12月には、安全・安定輸送

の確保と競争力強化に必要な投資を行いつつ、路線建設を自己負担で推進しても、健全経営の維

持と安定配当の継続が可能であると判断し、全国新幹線鉄道整備法の中央新幹線として、自己負

担を前提に必要な手続きを進めることを決定しました。また、この決定にあわせて、全国新幹線

鉄道整備法の適用により設備投資の自主性や経営の自由など民間企業としての原則が阻害される

ことがないことを確認するため、法律の適用にかかる基本的な事項を国土交通省に照会し、本年

1 月にその旨の回答を得ました。さらに、中央新幹線の地形地質等に関する調査については、国

土交通大臣への報告に必要な残りのデータを取得するため、本年2月、南アルプスの地質の最終
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的な確認のための水平ボーリング調査などを開始しました。一方、超電導リニアの技術開発につ

いては、さらなる長期耐久性の検証のための走行試験を継続して実施し、技術の完成度を一層高

めるための開発を進めました。また、実用化確認試験を行うための山梨リニア実験線の設備の実

用化仕様への全面的な変更と42.8㎞への延伸について、本格着工に向けた準備工事を着実に進め

ました。 

鉄道以外の事業においては、ジェイアール名古屋タカシマヤについて､引き続き売場改装を実

施しました。また、本年3月に「新横浜中央ビル」を開業したほか、駅構内商業施設のリニュー

アルや社宅跡地開発を着実に進めるなど、グループ全般にわたり、一層のサービス向上に努めま

した。 

これらの施策に加え、好調な経済状況もあり、当期においては、全体の輸送人キロが前期比

4.3％増の558億1千1百万人キロ、営業収益は、前期比4.6％増の1兆5,594億円となりました。

経常利益は前期比16.7％増の2,762億円、当期純利益は前期比16.5％増の1,597億円となりまし

た。 

これを事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりです。 

 

①運輸業 

東海道新幹線については、昨年7月に最新の技術を結集し、最高のサービスを提供する新型車

両Ｎ700系の営業運転開始を柱とするダイヤ改正を実施し､その後も東海道・山陽新幹線直通「の

ぞみ」のＮ700系による運転を順次拡大しました。さらに、本年3月にはＮ700系「のぞみ」の毎

時１本運転、東海道・山陽新幹線直通列車の強化、品川駅・新横浜駅への全列車停車等の大規模

なダイヤ改正を実施し、利便性を高めました。加えて、朝夕のピーク時間帯をはじめとしてご利

用の集中する時期・時間帯には、お客様に快適にご利用いただくとともに、あわせて競争力強化

のため輸送能力を最大限活用して弾力的に列車を増発しました。 

在来線については、平成 18 年度の 313 系車両の新製・投入及び名古屋・静岡両地区のダイヤ

改正により整備した輸送基盤を活かしたサービスを提供しました。また、平成16年の台風の影響

によりバス代行輸送を行っていた高山本線角川～猪谷駅間については復旧工事を完了し、昨年 9

月に全面的に列車の運転を再開しました。さらに、本年3月には名古屋地区での中央線・東海道

線における快速・普通列車の増発を行うなどのダイヤ改正を実施しました。 

販売面については、「エクスプレス予約」について、割引きっぷの内容を充実するなど、より

一層のご利用増に努め、昨年9月にはカード会員数が100万人（ＪＲ西日本のＪ－ＷＥＳＴカー

ド会員を含む）に到達しました。また、本年3月にはＩＣを活用した新しいサービス「ＥＸ－Ｉ

Ｃ（エクスプレスＩＣ）サービス」を導入するとともに、都市圏用のＩＣカード「ＴＯＩＣＡ（ト

イカ）」の静岡地区への導入、及びＪＲ他社との都市圏用のＩＣカードの相互利用を開始しました。

さらに、京都をはじめ、奈良・伊勢・東京等の各方面へ向けた観光キャンペーンを展開し、様々

な旅行商品の設定に努めたほか、50歳以上のお客様を対象とした旅クラブＪＲ東海「50＋（フィ

フティ・プラス）」会員に対する魅力ある商品の設定にも積極的に取り組みました。 

このような諸施策を実施したうえで、当期においても東海道新幹線・在来線とも安全・安定輸

送を完遂し、東海道新幹線の輸送人キロは前期比 4.6％増の 465 億 4 千万人キロ、在来線の輸送
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人キロは前期比2.5％増の92億7千2百万人キロとなりました。 

バス事業においては、規制緩和による競争激化等、引き続き厳しい経営環境のもと、業務の効

率化等を進めました。 

上記の結果、営業収益は前期比4.0％増の1兆2,602億円、営業利益は前期比8.8％増の4,107

億円となりました。 

 

②流通業 

流通業においては、ジェイアール名古屋タカシマヤについて、引き続き売場改装を実施しまし

た。また、主要駅において、高架橋柱等耐震補強及び駅設備改良にあわせ構内店舗のリニューア

ルを進めました。 

上記の結果、営業収益は前期比3.5％増の2,027億円、営業利益は前期比6.3％増の80億円と

なりました。 

 

③不動産業 

不動産業においては、駅立地を一層有効に活用し、お客様の拡大につなげるため、商業施設、

オフィス、ホテルからなる「新横浜中央ビル」を本年3月に開業するとともに、主要駅における

構内商業施設のリニューアルを進めました。あわせて、保有資産の高度利用や有効活用の観点か

ら、社宅跡地開発を推進し、昨年4月には「ＮＡＧＯＹＡ ＣＥＮＴＲＡＬＧＡＲＤＥＮ（ナゴヤ 

セントラルガーデン）」の商業施設を開業するとともに、Ⅱ期分譲マンションの工事に着手したほ

か、本年3月には「セントラルガーデン・レジデンス徳川明倫町」の引渡しを開始しました。さ

らに、昨年9月にはＪＲ東海総合病院跡地に商業施設を開業しました。 

上記の結果、営業収益は前期比 5.5％増の 660 億円、営業利益は販売用不動産の評価損や「新

横浜中央ビル」開業準備費用の増などにより前期比15.8％減の115億円となりました。 

 

④その他の事業 

ホテル業においては、名古屋マリオットアソシアホテルについて、引き続き客室の改装を実施

するなど、多くのお客様にご利用いただけるようサービスの向上に努めました。また、ホテルア

ソシア静岡ターミナルについては、昨年 8月には全館休業して全面的な改装工事を進め、昨年 9

月に「ホテルアソシア静岡」としてリニューアルオープンしました。 

旅行業においては、ＪＲ東海「50＋（フィフティ･プラス）」会員に対する魅力ある商品や座席

に余裕のある列車のご利用を促進するための商品を積極的に販売しました。 

上記の結果、営業収益は前期比10.2％増の1,758億円、営業利益は「ホテルアソシア静岡」の

リニューアル工事に伴う費用増などにより前期比8.3％減の38億円となりました。 

 

次期については、景気減速が懸念され、各事業とも非常に厳しい状況になるものと予想されま

す。当社では、鉄道事業における安全・安定輸送の確保を最優先に、東海道・山陽新幹線直通「の

ぞみ」のＮ700系による運転を順次拡大するほか、引き続き、朝夕のピーク時間帯をはじめとして

ご利用の集中する時期・時間帯には、お客様に快適にご利用いただくとともに、あわせて競争力
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強化のため輸送能力を最大限活用して弾力的に列車を増発するなど、グループ全般にわたり、よ

り質の高いサービスの提供、収益向上に努めることにより、営業収益は1兆5,520億円、営業利

益は4,050億円、経常利益は2,560億円、当期純利益は1,490億円を見込んでいます。 

 

 (２)財政状態に関する分析 

当期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前期末と比べ 21 億円減の

346億円となりました。また、長期債務については、1,624億円縮減し、当期末の残高は3兆3,361

億円となりました。 

 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

東海道新幹線のご利用が好調に推移したことなどにより営業収益が増加したほか、前期末の

曜日配列の関係から未収となっていたＪＲ会社間で清算している収入金の入金があったこと

などから、営業活動で得られた資金はネットで前期比738億円増の5,008億円となりました。 

 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

Ｎ700 系の新製・投入など固定資産の取得にかかる支出が増加したことなどから、投資活動

の結果支出した資金はネットで前期比481億円増の2,665億円となりました。 

 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるネットの資金支出は、長期債務の縮減などにより 2,364 億円となりました。

また､自己株式の取得を行った前期と比べると1,089億円減少しました。 

 

(３)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、社会的使命の強い鉄道事業を経営の柱としていることから、長期にわたる安定的な経

営基盤の確保・強化に取り組むとともに、長期債務の縮減に努め、財務体質の強化を図ることと

し、配当についても安定配当の継続を基本方針としています。 

この方針に基づき、当期の期末配当金については、各種施策の展開に加え、好調な経済状況も

あり、下期以降においても、輸送量は好調に推移したという状況を踏まえ、昨年10月に公表した

配当予想1株当たり4,000円を500円増額し、4,500円とさせていただく予定です。 

また、次期の配当については、上記の基本方針に則って実施していく予定です。 

なお、配当支払いについては、従来どおり毎年3月31日及び9月30日を基準日とする年2回の

配当を継続することとし、特段の変更は予定しておりません。 

 

２. 企業集団の状況 

 

最近の有価証券報告書（平成 19 年 6 月 25 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及

び「関係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 
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３. 経営方針 

 
(１)会社の経営の基本方針 

当社は、鉄道事業において、安全・安定輸送の確保を最優先に、お客様に選択されるサービス

の提供、業務効率化等について不断の取組みを行うことにより、日本の大動脈輸送を担う東海道

新幹線と東海地域の在来線網を一体的に維持・発展させるという社会的使命を、長期にわたり安

定的かつ十分に果たし続けていくことを基本方針としています。 

さらに、当社グループとしても、名古屋駅におけるＪＲセントラルタワーズの各事業展開に代

表されるように、鉄道事業と相乗効果を期待できる事業分野を中心に事業の拡大を推進し、グル

ープ全体の総合力強化を図ります。 
 
(２)中長期的な会社の経営戦略 

当社グループの中核をなす鉄道事業においては、長期的展望を持って事業運営を行うことが極

めて重要であり、財務体質の強化を図りながら、主要プロジェクトを計画的に推進しています。 

東海道新幹線については、これまで世界に比類の無い安全で正確な輸送を提供するとともに、

不断に輸送サービスの向上に取り組んでいます。今後についても、平成23年度までに、Ｎ700系

80編成を集中的に投入し、ＪＲ西日本が投入する16編成とあわせ、全ての定期「のぞみ」をＮ700

系により運転します。また、列車運転用の電源設備の増強や新大阪駅におけるホーム及び引上げ

線増設等の工事を進めるなど、東海道新幹線のより一層の輸送基盤の強化に向けて取り組みます。 

超電導リニアによる東海道新幹線バイパス、すなわち全国新幹線鉄道整備法による中央新幹線

については、先ずは首都圏～中京圏間について、21世紀の第1四半世紀である2025年（平成37

年）に営業運転を開始することを目標に、自己負担による路線建設を前提に必要な手続きや作業

を進めることを決定していますので、これを着実に前進させます。 

第一に、超電導リニアの実用化確認試験を行うため、山梨リニア実験線において平成 25 年度

末の完成を目指して当社の自己資金3,550億円により進めている設備の実用化仕様への全面的な

変更と42.8kmへの延伸については、着実かつ迅速な工事施工により早期完工を目指します。 

第二に、全国新幹線鉄道整備法第5条に定める調査のうち、これまで進めてきた中央新幹線の

地形地質等調査については、南アルプスの地質の最終的な確認のため進めている水平ボーリング

調査のほか、大都市部における大深度地下利用のための垂直ボーリング調査により、国土交通大

臣への報告に必要なデータを取得します。 

第三に、全国新幹線鉄道整備法第5条に定める他の調査についても、できるだけ早期に調査指

示を受けたうえで報告をまとめていきたいと考えています。 

なお、このプロジェクトは自己負担により路線建設を行うものであり、全ての場面における工

事費やコストについて、社内に設置した「東海道新幹線バイパス工事費削減委員会」で検証し、

安全を確保したうえで徹底的に圧縮して進めます。 

また、鉄道以外の事業においても、「会社の経営の基本方針」に則り着実に推進します。 

あわせて長期債務については、東海道新幹線バイパスの建設に向けた取組みを着実に推進しつ

つ、引き続き縮減に取り組みます。 
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（３）会社の対処すべき課題 
当社グループにおいては、鉄道事業における安全・安定輸送の確保を最優先に、グループ全般

にわたり、より質の高いサービスを提供するとともに、業務のさらなる効率化等により収益力の

強化を図ります。重点的に取り組む施策は、以下のとおりです。 

鉄道事業においては、さらに安全性を向上させるため、本年度が最終年度となる高架橋柱の耐

震補強について、開発案件等と関係する一部を除き完了させるとともに、最盛期を迎える東海道

新幹線の盛土区間の耐震補強をはじめ、その他の耐震補強についても着実に進め、地震対策を強

化します。また、在来線における平成23年度中のＡＴＳ－ＰＴ（パターン照査式自動列車停止装

置）の導入完了に向けて工事を着実に進めます。 

東海道新幹線については、Ｎ700 系の集中的な投入を引き続き進めるとともに、東海道・山陽

新幹線直通「のぞみ」のＮ700系による運転を順次拡大します。また、朝夕のピーク時間帯をはじ

めとしてご利用の集中する時期・時間帯には、お客様に快適にご利用いただくとともに、あわせ

て競争力強化のため輸送能力を最大限活用して弾力的に列車を増発します。さらに、列車無線の

デジタル化及びＮ700系の車内インターネット環境の整備について、平成21年春完了に向け着実

に工事を進めます。加えて、東海道新幹線の輸送基盤を物理的に最高レベルに到達させるため、

列車運転用の電源設備の増強を平成21年春に完了するとともに、新大阪駅におけるホームや引上

げ線増設等の工事を着実に進めます。 

在来線については、安全・安定輸送基盤の維持・強化を最優先とし、輸送サービスの向上を図

ることによる競争力強化に向けた取組みを進めます。 

販売面については、「ＥＸ－ＩＣ（エクスプレスＩＣ）サービス」の利用者数拡大に向けた取

組みを積極的に進めるほか、平成21年夏に予定している山陽新幹線区間への利用区間拡大や、法

人会員向け「ＥＸ－ＩＣ（エクスプレスＩＣ）サービス」の開始に向けて取り組むとともに、「エ

クスプレス予約」について、一層の会員拡大に努めます。また、「ＴＯＩＣＡ（トイカ）」の利用

拡大に向けた取組みを積極的に進めます。 

旅客関連設備については、駅を一層快適にご利用いただけるよう、東京、名古屋等の主要駅に

おいて引き続き改良を進めます。また、バリアフリー設備については、関係自治体等と連携し着

実に整備を進めます。 

鉄道以外の事業においては、「新横浜中央ビル」における各事業の円滑な運営に努めるほか、

保有資産の有効活用を図るため、駿河区中田（静岡市）をはじめとした社宅跡地の開発を進めま

す。また、主要駅において、高架橋柱等耐震補強及び駅設備改良にあわせた駅構内商業施設のリ

ニューアルを推進するなど、駅立地を十分に活かすことができる事業を積極的に展開し、当社グ

ループとしての一層の総合力強化に取り組みます。 

地球環境問題については、地球環境への負荷が少ないという鉄道本来の特性を広くご理解いた

だくため、あらゆる機会を捉え積極的に情報を発信するとともに、大幅な省エネルギーの実現を

可能とするＮ700系の投入等の地球環境保全に資する諸施策を積極的に進めます。また、「Ｅｃｏ

出張」の浸透を目指します。 
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４．連結財務諸表

   （１） 連結貸借対照表
(単位　百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

区　　　分 (平成19年３月31日） (平成20年３月31日）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額
％ ％

Ⅰ

1. 32,921 32,014 △ 906

2. 24,822 37,671 12,849

3. 34,278 21,445 △ 12,833

4. 3,390 615 △ 2,775

5. 14,811 14,716 △ 95

6. 20,918 23,486 2,567

7. 7,366 9,576 2,209

8. 35,062 30,192 △ 4,869

9. △ 7 △ 7 0

173,565 3.4 169,711 3.3 △ 3,854

Ⅱ

Ａ

1. ※ 4 1,978,433 1,926,761 △ 51,671

2. 207,986 265,743 57,756

3. ※ 4 2,343,449 2,343,356 △ 92

4. 120,114 99,842 △ 20,272

5. 46,028 53,695 7,667

※ 1
※ 2 4,696,012 4,689,399 △ 6,612

Ｂ ※ 2 11,741 11,436 △ 304

Ｃ

1. ※ 3 117,747 91,001 △ 26,745

2. 152,237 167,206 14,968

3. 13,470 20,647 7,177

4. △ 193 △ 166 26

283,262 278,690 △ 4,571

4,991,015 96.6 4,979,526 96.7 △ 11,488

※ 4 5,164,581 100.0 5,149,238 100.0 △ 15,343

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

その他の投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他 の 流 動 資 産

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

未 収 運 賃

分 譲 土 地 建 物

増　　減

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

注記
番号

- 9 -
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(単位　百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

区　　　分 (平成19年３月31日） (平成20年３月31日）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額
％ ％

Ⅰ

1. 60,792 66,634 5,842

2. 44,999 9,998 △ 35,000

3. 19,525 21,851 2,325

4. ※ 4 113,382 98,990 △ 14,392

5. 116,697 115,486 △ 1,211

6. 112,988 137,553 24,565

7. 6,969 5,670 △ 1,298

8. 50,442 67,475 17,033

9. 77,408 57,727 △ 19,680

10. 13,794 12,102 △ 1,692

11. 24,148 24,971 822

12. 17,201 16,848 △ 353

658,351 12.7 635,311 12.3 △ 23,039

Ⅱ

1. ※ 4 564,952 669,899 104,946

2. ※ 4 616,185 621,394 5,209

3. 2,087,373 1,830,398 △ 256,975

4. 150,000 183,333 33,333

5. 214,613 209,994 △ 4,619

6. 68,693 68,142 △ 550

3,701,817 71.7 3,583,162 69.6 △ 118,655

4,360,169 84.4 4,218,474 81.9 △ 141,694

Ⅰ

1. 112,000 2.2 112,000 2.2 -           

2. 53,588 1.0 53,588 1.0 -           

3. 905,776 17.5 1,049,775 20.4 143,998

4. △ 309,151 △ 5.9 △ 309,106 △ 6.0 45

762,213 14.8 906,257 17.6 144,043

Ⅱ

27,532 0.5 8,764 0.2 △ 18,768

27,532 0.5 8,764 0.2 △ 18,768

Ⅲ 14,665 0.3 15,741 0.3 1,076

804,412 15.6 930,763 18.1 126,351

5,164,581 100.0 5,149,238 100.0 △ 15,343

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価証 券評 価差 額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少 数 株 主 持 分

増　　減

１ 年 内 返 済 長 期 借 入 金

短 期 借 入 金

短 期 社 債

注記
番号

未 払 消 費 税 等

預 り 金

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

１ 年 内 に 支 払 う
鉄道施設購入長期未払金

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

未 払 法 人 税 等

未 払 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

前 受 金

賞 与 引 当 金

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

負 債 合 計

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

鉄道施設購入長期未払金

固 定 負 債

社 債

新幹線鉄道大規模改修引当金

- 10 -
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   （２） 連結損益計算書
(単位　百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成18年４月１日 自 平成19年４月１日 増　　減
至 平成19年３月31日 至 平成20年３月31日
金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額

％ ％

Ⅰ 1,491,269 100.0 1,559,467 100.0 68,197

Ⅱ 1,088,782 73.0 1,125,004 72.1 36,222

1.
※ 1
※ 2
※ 4

922,109 956,787 34,677

2.
※ 2
※ 3
※ 4

166,672 168,217 1,545

402,487 27.0 434,462 27.9 31,975

Ⅲ 9,979 0.7 8,706 0.5 △ 1,273

1. 203 370 167

2. 670 1,235 564

3. 228 227 △ 1

4. 5,986 3,369 △ 2,617

5. 2,888 3,502 613

Ⅳ 175,812 11.8 166,923 10.7 △ 8,889

1. 28,867 30,333 1,465

2. 121,525 108,017 △ 13,507

3. 23,465 25,173 1,707

4. 1,954 3,399 1,445

236,654 15.9 276,245 17.7 39,591

Ⅴ 19,173 1.2 34,504 2.2 15,331

1. 15,017 31,820 16,802

2. ※ 5 3,393 487 △ 2,905

3. 762 2,197 1,434

Ⅵ 22,786 1.5 39,278 2.5 16,492

1. 16,772 31,957 15,185

2. 3,711 3,776 65

3. ※ 6 147 3,170 3,023

4. ※ 7 1,276 -              △ 1,276

5. 878 373 △ 504

233,040 15.6 271,471 17.4 38,430

97,823 6.5 114,801 7.4 16,977

△ 3,344 △ 0.2 △ 4,821 △ 0.3 △ 1,477

1,417 0.1 1,716 0.1 299

137,144 9.2 159,774 10.2 22,630

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

そ の 他 の 特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

特 別 利 益

工 事 負 担 金 受 入 額 等

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

鉄道施設購入長期未払金利息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

鉄道施設購入長期未払金返済損

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

注記
番号区　　　分

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

運 輸 業 等 営 業 費
及 び 売 上 原 価

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

団 体 定 期 保 険 等 受 入 額

持 分 法 に よ る 投 資 利 益
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   （３） 連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
(単位　百万円）

評価・換算
差 額 等

資本金 資　本
剰余金

利　益
剰余金 自己株式 株主資本

合　　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

112,000 53,500 783,703 △ 954 948,248 25,420 15,124 988,793

剰 余 金 の 配 当 △ 14,739 △ 14,739 △ 14,739

役 員 賞 与 金 △ 331 △ 331 △ 331

当 期 純 利 益 137,144 137,144 137,144

自 己 株 式 の 取 得 △ 308,988 △ 308,988 △ 308,988

自 己 株 式 の 処 分 88 819 908 908

持分法適用関連会社に対する
持分割合変動による差額 △ 27 △ 27 △ 27

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 2,112 △ 459 1,653

-         88 122,073 △ 308,196 △ 186,034 2,112 △ 459 △ 184,381

112,000 53,588 905,776 △ 309,151 762,213 27,532 14,665 804,412

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
(単位　百万円）

評価・換算
差 額 等

資本金 資　本
剰余金

利　益
剰余金 自己株式 株主資本

合　　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

112,000 53,588 905,776 △ 309,151 762,213 27,532 14,665 804,412

剰 余 金 の 配 当 △ 15,776 △ 15,776 △ 15,776

当 期 純 利 益 159,774 159,774 159,774

持分法適用関連会社に対する
持分割合変動による差額 45 45 45

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △ 18,768 1,076 △ 17,692

-         -         143,998 45 144,043 △ 18,768 1,076 126,351

112,000 53,588 1,049,775 △ 309,106 906,257 8,764 15,741 930,763

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

連結会計年度中の変動額合計

平成19年３月31日残高

平成18年３月31日残高

連結会計年度中の変動額

株 主 資 本
少数株主
持　　分 純資産合計

区　　分 純資産合計少数株主
持　　分

株 主 資 本

区　　分

平成20年３月31日残高

平成19年３月31日残高

連結会計年度中の変動額

連結会計年度中の変動額合計
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   （４） 連結キャッシュ・フロー計算書
（単位  百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成18年４月１日 自 平成19年４月１日 増　　減
至 平成19年３月31日 至 平成20年３月31日

金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 233,040 271,471 38,430
2. 減 価 償 却 費 215,225 228,461 13,235
3. 減 損 損 失 1,276 -              △ 1,276
4. 新幹線鉄道大規模改修引当金の増加額 33,333 33,333 -         
5. 退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 △ 9,656 △ 4,619 5,036
6. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 874 △ 1,606 △ 731
7. 支 払 利 息 150,393 138,350 △ 12,042
8. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △ 228 △ 227 1
9. 工 事 負 担 金 受 入 額 等 △ 15,017 △ 31,820 △ 16,802

10. 固 定 資 産 除 却 損 等 56,740 56,987 246
11. 固 定 資 産 売 却 損 147 3,170 3,023
12. 売 上 債 権 の 増 加 額 △ 19,733 △ 39 19,693
13. たな卸資産の 減少 額（ △は 増加 額） △ 845 129 975
14. 仕 入 債 務 の 増 加 額 10,810 5,842 △ 4,968
15. 未 払 金 の 増 加 額 （ △ は 減 少 額 ） 9,779 △ 459 △ 10,239
16. 前 受 金 の 増 加 額 （ △ は 減 少 額 ） 481 △ 2,237 △ 2,719
17. そ の 他 23,133 39,583 16,449

小 計 688,007 736,319 48,311
18. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 899 1,627 727
19. 利 息 の 支 払 額 △ 150,785 △ 139,056 11,728
20. 法 人 税 等 の 支 払 額 △ 111,059 △ 98,024 13,034
  営業活動によるキャッシュ・フロー 427,062 500,864 73,802

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 201,648 △ 262,276 △ 60,627
2. 工 事 負 担 金 等 に よ る 受 入 13,768 14,353 584
3. 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,909 △ 3,050 △ 1,140
4. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 22,003 △ 6,509 15,494
5. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 11 1,331 1,319
6. そ の 他 （ 純 額 ） △ 6,613 △ 10,391 △ 3,777
  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 218,395 △ 266,542 △ 48,147

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 4,537 2,325 △ 2,211
2. 短期社債の純増加額（△は純減少額） 44,999 △ 35,000 △ 79,999
3. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 171,900 104,200 △ 67,700
4. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 116,932 △ 113,382 3,550
5. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 149,951 104,941 △ 45,009
6. 鉄道施設購入長期未払金の支払による支出 △ 252,144 △ 258,186 △ 6,042
7. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 308,988 -              308,988
8. 配 当 金 の 支 払 額 △ 14,739 △ 15,776 △ 1,036
9. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 11 △ 11 0

10. そ の 他 （ 純 額 ） △ 24,001 △ 25,606 △ 1,604
  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 345,430 △ 236,496 108,934

Ⅳ △ 136,763 △ 2,174 134,589
Ⅴ 172,723 36,783 △ 135,939

Ⅵ 824 -              △ 824

Ⅶ ※ 1 36,783 34,609 △ 2,174

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

注記
番号

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額

連結子会社による非連結子会社の合併に伴う
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

区　　　分
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（５） 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
① たな卸資産 

分譲土地建物………個別法による原価法によっています。 
商 品………………主として売価還元法による原価法によっています。 
貯蔵品その他………主として移動平均法による原価法によっています。 
なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しています。 

（会計処理方法の変更） 
「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9 号 平成 18 年 7 月 5 日）が平成 20

年 3 月 31 日以前に開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになったこ
とに伴い、当連結会計年度より同会計基準を適用しています。 

これにより、当連結会計年度の運輸業等営業費及び売上原価において、たな卸資産評価損を
1,319 百万円計上し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれほぼ同額
減少しています。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。 
 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 

主として定率法によっています。 
ただし、取替資産（新幹線鉄道施設に係るものを除く）については取替法によっています。
また、新幹線車両については走行キロを基準として増加償却を行っています。 
なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

建物及び構築物    2年～60年 
機械装置及び運搬具  2年～20年 

（会計処理方法の変更） 
平成 19 年度法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成 19 年 4 月 1 日以降取得の有

形固定資産については、主として改正後の法人税法に規定する定率法に変更しています。 
これにより、当連結会計年度の営業費に含まれる減価償却費は 4,493 百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれほぼ同額減少しています。 
なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。 

（追加情報） 
平成 19 年度法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得

した有形固定資産のうち償却可能限度額まで償却が終了しているものについては、残存簿価を
5 年間で均等償却を行う方法を採用しています。 

これにより、当連結会計年度の営業費に含まれる減価償却費は 6,051 百万円増加し、営業利
益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれほぼ同額減少しています。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。 
 

 なお、上記以外の事項は、最近の有価証券報告書（平成19年6月25日提出）における記載から重
要な変更がないため、開示を省略しています。 
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（６） 連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成 19 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（平成 20 年３月 31 日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
3,122,110 百万円  

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
3,244,038 百万円  

※２．固定資産の取得原価から直接減額された工事
負担金等累計額 

207,155百万円  

※２．固定資産の取得原価から直接減額された工事
負担金等累計額 

231,302百万円  
※３．非連結子会社及び関連会社に対するものは次

のとおりです。 
投資有価証券（株式） 10,033百万円  

※３．非連結子会社及び関連会社に対するものは次
のとおりです。 

投資有価証券（株式） 10,099百万円  
※４．担保に供している資産及び担保に係る債務 

建 物 及 び 構 築 物 1,718百万円 
土 地 790百万円 

計 2,508百万円 
 
１年内返済長期借入金 282百万円 
長 期 借 入 金 1,745百万円 

計 2,027百万円 
このほかに、旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄

道株式会社に関する法律の一部を改正する法律
（平成13年法律第61号）附則第7条の規定により、
当社の総財産5,003,499百万円を社債180,000百
万円（債務履行引受契約20,000百万円を含む）
の一般担保に供しています。 

※４．担保に供している資産及び担保に係る債務 
建 物 及 び 構 築 物 1,627百万円 
土 地 790百万円 

計 2,417百万円 
 
１年内返済長期借入金 282百万円 
長 期 借 入 金 1,463百万円 

計 1,745百万円 
このほかに、旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄

道株式会社に関する法律の一部を改正する法律
（平成13年法律第61号）附則第7条の規定により、
当社の総財産4,981,337百万円を社債180,000百
万円（債務履行引受契約20,000百万円を含む）
の一般担保に供しています。 

 ５．連帯債務 
超電導磁気浮上式鉄道の技術開発促進を目的と

する財団法人鉄道総合技術研究所の長期借入金
に係る連帯債務額は34,462百万円です。 

 ５．連帯債務 
超電導磁気浮上式鉄道の技術開発促進を目的と

する財団法人鉄道総合技術研究所の長期借入金
に係る連帯債務額は32,935百万円です。 

 ６．社債、鉄道施設購入長期未払金の債務履行引
受契約及び債務引受契約に係る偶発債務は
406,083百万円です。 

区 分 
償還・ 

支払期限 
(平成 年 月 日) 

偶発債務 
金額 

(百万円) 
第１回 
普通社債 

26.2.21  20,000 

鉄道施設購入
長期未払金 

19.7.31～ 
26.1.31 

386,083 

合 計 ― 406,083  

 ６．社債、鉄道施設購入長期未払金の債務履行引
受契約及び債務引受契約に係る偶発債務は
430,988百万円です。 

区 分 
償還・ 

支払期限 
(平成 年 月 日) 

偶発債務 
金額 

(百万円) 
第１回 
普通社債 

26.2.21  20,000 

鉄道施設購入
長期未払金 

20.7.31～ 
27.2. 2 

410,988 

合 計 ― 430,988  

７．当社が取引金融機関と締結している貸出コミ
ットメントの総額と借入未実行残高は次のとお
りです。 

貸出コミットメント
の総額 

100,000百万円 

借入実行残高 ― 百万円 
借入未実行残高 100,000百万円  

７．当社が取引金融機関と締結している貸出コミ
ットメントの総額と借入未実行残高は次のとお
りです。 

貸出コミットメント
の総額 

100,000百万円 

借入実行残高 ― 百万円 
借入未実行残高 100,000百万円  
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

※１．       ―――――― ※１．運輸業等営業費及び売上原価に含まれるたな
卸資産評価損 

 1,319百万円  
※２．引当金の繰入額は次のとおりです｡ 

賞 与 引 当 金 23,733百万円 
新 幹 線 鉄 道 
大 規 模 改 修 引 当 金 

 
33,333百万円  

※２．引当金の繰入額は次のとおりです｡ 
賞 与 引 当 金 24,286百万円 
新 幹 線 鉄 道 
大 規 模 改 修 引 当 金 

 
33,333百万円  

※３．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び
金額は次のとおりです｡ 

人 件 費 87,301百万円 
（ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 6,646百万円）

減 価 償 却 費 17,746百万円  

※３．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び
金額は次のとおりです｡ 

人 件 費 86,721百万円 
（ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 6,613百万円）

減 価 償 却 費 18,908百万円  
※４．研究開発費の総額 17,548百万円  ※４．研究開発費の総額          23,487百万円  
※５．固定資産売却益の内容は次のとおりです。 

土 地 3,330百万円 
建 物 等 62百万円  

※５．固定資産売却益の内容は次のとおりです。 
土 地 358百万円 
工 具 器 具 備 品 等 129百万円  

※６．固定資産売却損の内容は次のとおりです。 
土 地 131百万円 
工 具 器 具 備 品 等 15百万円  

※６．固定資産売却損の内容は次のとおりです。 
土 地 3,028百万円 
建 物 等 142百万円  

※７．減損損失 
連結子会社において、以下の資産に係る減損

損失（1,276百万円）を計上しています。 
用 途 商業施設 
場 所 東京都千代田区など 
種 類 建物及び構築物等 
リニューアル工事に伴い除却を決定した資産

等については、個別に資産のグルーピングを行
い、帳簿価額を回収可能価額まで減額していま
す。 

回収可能価額は、主として将来キャッシュ・
フローに基づく使用価値（割引率1.185％）によ
り測定しています。 

※７．       ―――――― 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

 
前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
                                            (単位 株) 

 前 連 結 会 計 
年度末株式数 

当 連 結 会 計 
年度増加株式数 

当 連 結 会 計 
年度減少株式数 

当 連 結 会 計 
年度末株式数 

発 行 済 株 式     
普通株式 2,240,000 ― ― 2,240,000 

   合計 2,240,000 ― ― 2,240,000 
自 己 株 式     

普通株式 2,018 268,744 713 270,049 
   合計 2,018 268,744 713 270,049 

（注）自己株式の株式数の増加及び減少の内訳は以下のとおりです。 

増加 

定款授権に基づく当社取締役会決議により取得（平成 18 年 4 月 5 日）  268,686 株 

持分法適用関連会社に対する持分割合増加                   58 株 

減少 

静岡ターミナルホテル㈱及び名古屋ターミナルホテル㈱株式を 

株式交換により取得するため処分（平成 19 年 3 月 1 日）           713 株 

 

２．配当に関する事項 
(１)配当金支払額 

決  議 
株式の 
種 類 

配 当 金 
の 総 額 

１株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効 力 発 生 日 

平成 18 年 6 月 23 日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 7,840 百万円 3,500 円 平成 18 年 3 月 31 日 平成 18 年 6 月 26 日 

平成 18 年 10 月 27 日 
取 締 役 会 

普通株式 6,899 百万円 3,500 円 平成 18 年 9 月 30 日 平成 18 年 12 月 4 日 

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決  議 
株式の 
種 類 

配 当 金 
の 総 額 

配当の原資 
１株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効 力 発 生 日 

平成 19 年 6 月 22 日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 7,888 百万円 利益剰余金 4,000 円 平成 19 年 3 月 31 日 平成 19 年 6 月 25 日 
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当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
                                            (単位 株) 

 前 連 結 会 計 
年度末株式数 

当 連 結 会 計 
年度増加株式数 

当 連 結 会 計 
年度減少株式数 

当 連 結 会 計 
年度末株式数 

発 行 済 株 式     
普通株式 2,240,000 ― ― 2,240,000 

   合計 2,240,000 ― ― 2,240,000 
自 己 株 式     

普通株式 270,049 ― 95 269,954 
   合計 270,049 ― 95 269,954 

（注）自己株式の株式数の減少 95 株は、持分法適用関連会社に対する持分割合の減少によるものです。 

 

２．配当に関する事項 
(１)配当金支払額 

決  議 
株式の 
種 類 

配 当 金 
の 総 額 

１株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効 力 発 生 日 

平成 19 年 6 月 22 日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 7,888 百万円 4,000 円 平成 19 年 3 月 31 日 平成 19 年 6 月 25 日 

平成 19 年 10 月 26 日 
取 締 役 会 

普通株式 7,888 百万円 4,000 円 平成 19 年 9 月 30 日 平成 19 年 12 月 3 日 

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決  議 
株式の 
種 類 

配 当 金 
の 総 額 

配当の原資 
１株当たり 
配 当 額 

基 準 日 効 力 発 生 日 

定 時 株 主 総 会 
（ 開 催 日 未 定 ） 

普通株式 8,874 百万円 利益剰余金 4,500 円 平成 20 年 3 月 31 日 未 定 

 

 
 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 32,921百万円 
その他の流動資産 3,862百万円 
現金及び現金同等物 36,783百万円  

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 32,014百万円 
期間３か月超の定期預金 △ 2百万円 
その他の流動資産 2,597百万円 
現金及び現金同等物 34,609百万円  
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（セグメント情報） 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
 
前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

（単位 百万円） 

 運輸業 流通業 不動産業 
その他の 
事  業 

計 
消  去 
又は全社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

  売   上   高        

(1) 外部顧客に対する売上高 1,200,353 187,197 41,895 61,823 1,491,269 ― 1,491,269 

(2) セグメント間の内部売上高 
   又 は 振 替 高             

11,714 8,643 20,703 97,670 138,732 (  138,732) ― 

        計 1,212,067 195,840 62,599 159,494 1,630,002 (  138,732) 1,491,269 

  営 業 費 用          834,527 188,278 48,857 155,294 1,226,957 (  138,175) 1,088,782 

  営 業 利 益          377,539 7,562 13,741 4,200 403,044 (      556) 402,487 

Ⅱ 資 産 、 減 価 償 却 費         、 
  減損損失及び資本的支出 

       

  資       産 4,875,275 71,308 287,667 109,370 5,343,621 ( 179,040) 5,164,581 

  減 価 償 却 費 199,661 2,875 10,651 2,036 215,225 ― 215,225 

  減 損 損 失 ― 24 1,252 ― 1,276 ― 1,276 

  資 本 的 支 出 182,517 7,485 21,429 2,494 213,927 ― 213,927 

 
 
当連結会計年度（自 平成19年４月１日  至 平成20年３月31日） 

（単位 百万円） 

 運輸業 流通業 不動産業 
その他の 
事  業 

計 
消  去 
又は全社 

連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

  売   上   高        

(1) 外部顧客に対する売上高 1,247,489 194,019 44,430 73,527 1,559,467 ― 1,559,467 

(2) セグメント間の内部売上高 
   又 は 振 替 高             

12,782 8,715 21,629 102,290 145,417 (  145,417) ― 

        計 1,260,271 202,734 66,059 175,818 1,704,884 (  145,417) 1,559,467 

  営 業 費 用          849,541 194,692 54,492 171,965 1,270,692 (  145,687) 1,125,004 

  営 業 利 益          410,730 8,042 11,567 3,852 434,192       270 434,462 

Ⅱ 資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

       

  資       産 4,865,506 73,631 311,854 114,831 5,365,823 ( 216,585) 5,149,238 

  減 価 償 却 費 211,766 3,087 11,489 2,118 228,461 ― 228,461 

  資 本 的 支 出 250,603 4,550 32,118 3,084 290,357 ― 290,357 

（注）１．事業区分の方法 
日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、当社の実態を

勘案して事業を区分しています。 
２．各事業区分の主な事業内容 

運  輸  業………鉄道事業、バス事業 
流  通  業………百貨店業、卸売・小売業、飲食業 
不 動 産 業      ………不動産賃貸業 
その他の事業………ホテル業、旅行業、広告業、建設業等 

   ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度86,240百万円、当連結会
計年度66,785百万円です。その主なものは、当社の長期投資資金（投資有価証券及びその他の投資その他
の資産）です。 
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（会計処理方法の変更） 

１．棚卸資産の評価に関する会計基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」を適用しています。これにより、当連結会計年度の営業費用は、運輸業が 3 百万円、流

通業が 189 百万円、不動産業が 1,125 百万円増加し、営業利益はほぼ同額減少しています。 

 

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、平成 19 年度法人税法の改正に伴い、

当連結会計年度より、平成 19 年 4 月 1 日以降取得の有形固定資産に係る減価償却方法を変更しています。こ

れにより、当連結会計年度の営業費用に含まれる減価償却費は、運輸業が 4,309 百万円、流通業が 67 百万円、

不動産業が 75 百万円、その他の事業が 42 百万円増加し、営業利益はほぼ同額減少しています。 

 
（追加情報） 

１．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、平成 19 年度法人税法の改正に伴い、

当連結会計年度より、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得した有形固定資産のうち償却可能限度額まで償却が終了

しているものについては、残存簿価を 5 年間で均等償却を行う方法を採用しています。これにより、当連結会

計年度の営業費用に含まれる減価償却費は、運輸業が 5,800 百万円、流通業が 39 百万円、不動産業が 172 百

万円、その他の事業が 38 百万円増加し、営業利益はほぼ同額減少しています。 

 

 
２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社

及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

 

３．海外売上高 
前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高がないため、該当事項はありませ

ん。 
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（１株当たり情報） 
 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

  
  １株当たり純資産額 400,896 円 57 銭    １株当たり純資産額 464,467 円 22 銭  
  １株当たり当期純利益 69,407 円 69 銭    １株当たり当期純利益 81,106 円 04 銭  
  
（注）１．表示単位未満の端数は四捨五入して表示しています。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。 
３．１株当たり純資産額の計算上の基礎は以下のとおりです。 

 前連結会計年度 
（平成 19 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（平成 20 年３月 31 日） 

純資産額 804,412百万円 930,763百万円 

純資産額から控除する金額 14,665百万円 15,741百万円 
（うち少数株主持分） 14,665百万円 15,741百万円 
普通株式に係る純資産額 789,746百万円 915,021百万円 
普通株式の連結会計年度末株式数 1,969,951株 1,970,046株 

４．１株当たり当期純利益の計算上の基礎は以下のとおりです。 

 前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

当期純利益 137,144百万円 159,774百万円 
普通株主に帰属しない金額 ― ― 
普通株式に係る当期純利益 137,144百万円 159,774百万円 
普通株式の期中平均株式数 1,975,924株 1,969,951株 

 
 
 

（開示の省略） 
 

リース取引、デリバティブ取引等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要
性が大きくないと考えられるため、開示を省略しています。 
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５．個別財務諸表

 （１） 貸借対照表
 (単位  百万円）

金　　額 構成比 構成比

％ ％

Ⅰ

1． 28,244 30,285 2,041

2． 38,044 23,512 △ 14,531

3． 14,416 11,149 △ 3,267

4． 16,393 17,895 1,502

5． 7,221 7,960 739

6． 2,980 3,079 98

7． 17,746 20,513 2,767

8． 11,594 10,504 △ 1,090

136,640 2.7 124,901 2.5 △ 11,739

Ⅱ

1． 4,206,746 4,195,458 △ 11,287

2． 44,145 50,890 6,745

3． 112,289 104,719 △ 7,569

4． 109,270 99,259 △ 10,011

5．

(1) 107,324 80,590 △ 26,734

(2) 123,160 123,035 △ 125

(3) 10,550 26,925 16,375

(4) 6,200 7,773 1,573

(5) 143,210 158,046 14,835

(6) 3,961 9,737 5,776

394,407 406,107 11,700

4,866,859 97.3 4,856,436 97.5 △ 10,422

5,003,499 100.0 4,981,337 100.0 △ 22,162

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

- 22 -

前事業年度

(平成19年3月31日）

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

鉄 道 事 業 固 定 資 産

固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

そ の 他 の 投 資 等

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

増　　減

金　　額 金　　額

(平成20年3月31日）

当事業年度

区　　　　分

未 収 金

そ の 他 の 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

短 期 貸 付 金

貯 蔵 品

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃
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（単位　百万円）

構成比 構成比

％ ％

Ⅰ

1. 44,999 9,998 △ 35,000

2. 86,157 90,786 4,629

3. 106,484 77,184 △ 29,300

4. 116,697 115,486 △ 1,211

5. 135,616 157,399 21,783

6. 11,843 11,091 △ 752

7. 5,880 3,963 △ 1,917

8. 45,801 61,875 16,073

9. 205 1,139 933

10. 5,529 4,881 △ 647

11. 28,682 26,633 △ 2,048

12. 44,217 26,325 △ 17,892

13. 20,123 20,706 583

 14. 2,605 2,773 167

654,845 13.1 610,245 12.3 △ 44,599

Ⅱ

1. 564,952 669,899 104,946

2. 540,175 567,191 27,015

3. 2,087,373 1,830,398 △ 256,975

4. 150,000 183,333 33,333

5. 206,989 202,101 △ 4,887

6. 36,781 36,248 △ 533

3,586,273 71.7 3,489,172 70.0 △ 97,100

4,241,118 84.8 4,099,418 82.3 △ 141,700

Ⅰ　

1. 112,000 2.2 112,000 2.2 -        

2. 　 　

(1) 53,500 53,500 -        

(2) 86 86 -        

53,586 1.1 53,586 1.1 -        

3.

(1) 12,504 12,504 -        

(2) 

6,358 6,358 -        

670,000 785,000 115,000

188,848 212,025 23,177

877,712 17.5 1,015,889 20.4 138,177

4. △ 308,168 △ 6.1 △ 308,168 △ 6.2 -        

735,130 14.7 873,307 17.5 138,177

Ⅱ　

27,251 0.5 8,611 0.2 △ 18,639

27,251 0.5 8,611 0.2 △ 18,639

762,381 15.2 881,919 17.7 119,537
5,003,499 100.0 4,981,337 100.0 △ 22,162

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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長 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

社 債

繰 越 利 益 剰 余 金

前 受 運 賃

工 事 負 担 金 等 前 受 金

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

資 本 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

短 期 社 債

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

預 り 金

短 期 借 入 金

１ 年 内 返 済 長 期 借 入 金
１ 年 内 に 支 払 う
鉄道施設購入長期未払金

利 益 剰 余 金 合 計

別 途 積 立 金

増　　減

株 主 資 本 合 計

純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

自 己 株 式

金　　額

流 動 負 債

金　　額 金　　額

区　　　　　分

（ 負 債 の 部 ）

固 定 負 債 合 計

新幹線鉄道大規模改修引当金

（ 純 資 産 の 部 ）

圧 縮 記 帳 積 立 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

負 債 合 計

資 本 準 備 金

当事業年度前事業年度

( 平 成 19 年 3 月 31 日 ） ( 平 成 20 年 3 月 31 日 ）

鉄道施設購入長期未払金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債



東海旅客鉄道㈱　（9022）　平成20年３月期決算短信

（２） 損益計算書

（単位　百万円）

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

Ⅰ ％ ％

1． 1,203,957 99.3    1,252,217 99.3    48,260

2． 826,850 68.2    842,178 66.8    15,328

377,107 31.1    410,038 32.5    32,931

Ⅱ

1． 8,357 0.7     9,028 0.7     671

2． 4,641 0.4     6,256 0.5     1,615

3,715 0.3     2,772 0.2     △ 943

380,823 31.4    412,811 32.7    31,987

Ⅲ 9,351 0.8     8,721 0.7     △ 629

1． 409 709 300

2． 712 1,277 564

3． 5,979 3,351 △ 2,627

4． 2,249 3,382 1,132

Ⅳ 173,444 14.3    165,175 13.1    △ 8,268

1． 15,745 15,488 △ 257

2． 10,971 13,204 2,233

3． 121,525 108,017 △ 13,507

4． 23,465 25,173 1,707

5． 1,735 3,291 1,556

216,730 17.9    256,356 20.3    39,626

Ⅴ 19,104 1.6     34,300 2.7     15,195

1． 15,017 31,731 16,714

2． 4,086 455 △ 3,631

3． -            2,112 2,112

Ⅵ 17,868 1.5     34,984 2.7     17,115

1． 17,278 31,867 14,588

2． 131 3,102 2,971

3． 458 14 △ 443

217,966 18.0    255,672 20.3    37,706

90,801 7.5     106,792 8.5     15,990

△ 2,976 △ 0.2  △ 5,072 △ 0.4  △ 2,095

130,141 10.7    153,953 12.2    23,811

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
　　　２．百分比は全事業営業収益（前事業年度1,212,314百万円、当事業年度1,261,246百万円）をそれぞれ100とする
　　　 　 比率です。

固 定 資 産 圧 縮 損

そ の 他 の 特 別 損 失

増　　　減

営 業 費

営 業 収 益

至　平成19年 3月31日 至　平成20年 3月31日
区　　　　　分

金　　　額

前　事　業　年　度 当　事　業　年　度
自　平成18年 4月 1日 自　平成19年 4月 1日

鉄 道 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 費

関 連 事 業 営 業 利 益

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

鉄道施設購入長期未払金利息

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

団 体 定 期 保 険 等 受 入 額

特 別 損 失

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

鉄道施設購入長期未払金返済損

そ の 他 の 特 別 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 受 入 額 等

固 定 資 産 売 却 益

社 債 利 息

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 損
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東海旅客鉄道㈱　（9022）　平成20年３月期決算短信

（３） 株主資本等変動計算書

  前事業年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）
（単位　百万円）

株 主 資 本 評価・換算
差　額　等

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計

平成18年3月31日残高 112,000 53,500 -         53,500 12,504 750,136 762,641 -         928,141 25,115 953,256

事業年度中の変動額

△ 14,739 △ 14,739  △ 14,739  △ 14,739

△ 331 △ 331  △ 331  △ 331

130,141 130,141  130,141  130,141

 △ 308,988 △ 308,988  △ 308,988

86 86 819 906 906

  2,136 2,136

-       -       86 86 -       115,070 115,070 △ 308,168 △ 193,011 2,136 △ 190,875

平成19年3月31日残高 112,000 53,500 86 53,586 12,504 865,207 877,712 △ 308,168 735,130 27,251 762,381

（注）1．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

　　　2．その他利益剰余金の内訳は次のとおりです。

（単位　百万円）

平成18年3月31日残高 5,766 575,000 169,370 750,136

事業年度中の変動額  

  圧縮記帳積立金の積立 592 △ 592 -       

  別途積立金の積立  95,000 △ 95,000 -       

  剰余金の配当   △ 14,739 △ 14,739

  役員賞与金  △ 331 △ 331

  当期純利益 130,141 130,141

事業年度中の変動額合計 592 95,000 19,478 115,070

平成19年3月31日残高 6,358 670,000 188,848 865,207

  当事業年度（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）
（単位　百万円）

株 主 資 本 評価・換算
差　額　等

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計

平成19年3月31日残高 112,000 53,500 86        53,586 12,504 865,207 877,712 △ 308,168 735,130 27,251 762,381

事業年度中の変動額

△ 15,776 △ 15,776  △ 15,776  △ 15,776

153,953 153,953  153,953  153,953

  △ 18,639 △ 18,639

-       -       -         -       -       138,177 138,177 -         138,177 △ 18,639 119,537

平成20年3月31日残高 112,000 53,500 86 53,586 12,504 1,003,384 1,015,889 △ 308,168 873,307 8,611 881,919

（注）1．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

　　　2．その他利益剰余金の内訳は次のとおりです。

（単位　百万円）

平成19年3月31日残高 6,358 670,000 188,848 865,207
事業年度中の変動額  
  別途積立金の積立  115,000 △ 115,000 -       
  剰余金の配当   △ 15,776 △ 15,776
  当期純利益 153,953 153,953
事業年度中の変動額合計 -       115,000 23,177 138,177
平成20年3月31日残高 6,358 785,000 212,025 1,003,384

繰越利益
剰 余 金

別  途
積立金

圧縮記帳
積 立 金 合  計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

その他
利　益
剰余金

（注２）

純資産合計

利　益
剰余金
合　計

資本金
資　本
準備金

利　益
準備金

区　　分

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

事業年度中の変動額合計

当 期 純 利 益

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

剰 余 金 の 配 当

役 員 賞 与 金

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

資本金
資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

区分

圧縮記帳
積 立 金

別  途
積立金

繰越利益
剰 余 金 合  計

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

その他
利　益
剰余金

（注２）

利　益
剰余金
合　計
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平成１９年度連結決算概要 

平成２０年４月２８日 
東海旅客鉄道株式会社 

１．平成１９年度の連結実績 
  

・当期は、当社の取り組む各分野が新たなステージに入った年度であった。 
 

 ・鉄道事業では、Ｎ700 系の営業運転を開始し、この 3月にはこれを毎時1本運転するダイヤ改正を実
施した。加えて、新幹線への「ＥＸ-ＩＣ（エクスプレスＩＣ）サービス」導入、在来線ＩＣカード「Ｔ
ＯＩＣＡ（トイカ）」の静岡地区への導入、ＪＲ他社との相互利用も開始し、新幹線・在来線をチケ
ットレスでスムースにご利用いただけるサービスを構築した。 

 
・また、将来にわたり当社の使命を果たし続けるため、超電導リニアによる東海道新幹線バイパスにつ
いて、全額自己負担による路線建設を前提に、実現に向けた取り組みを開始した。 

 
・鉄道以外の事業でも、ジェイアール名古屋タカシマヤが売上高 1,000 億円を達成したほか、「新横浜
中央ビル」を開業した。 

 
・また、当社は、会社発足以来、一貫して、新幹線の輸送力増強（231本/日→319本/日）、270km/h化、
品川駅開業、在来線の都市圏ネットワーク整備などの鉄道事業の再生・発展と、タワーズ等の事業に
取り組んできた。 

 
・こうしたことから、当期は、収益・利益ともに過去最大、5期連続の増収増益となった。 
 
・長期債務についても、過去最大の設備投資3,136億円を行った上で、当初計画の1.5倍を縮減。法人
税･地方税（住民税及び事業税）も、初めて1,000億円を超えた。 

 
 
(1) 経営成績の概要 
 
① 営業収益 1兆5,594億円（前期比＋681億円、4.6％増） 

 
 ・当社単体の運輸収入は、452億円（3.9％）増の1兆1,923億円となった。 

新幹線：輸送量は4.6％増加。運輸収入は426億円（4.1％）増加して1兆856億円。 
在来線：輸送量は2.5％増加。運輸収入は 26億円（2.6％）増加して   1,065億円。 

 
② 営業費 1兆1,250億円（前期比＋362億円、3.3％増） 

 
・税制改正やＮ700系投入により減価償却費が132億円増加したほか、グループ事業の売上増等に伴っ
て物件費が196億円増加した。 

 
③ 営業利益 4,344億円（前期比＋319億円、7.9％増） 
 

④ 営業外損益 △1,582億円（前期比 76億円改善） 
 

・長期債務の縮減等により支払利息が120億円減少した。 
 

⑤ 経常利益 2,762億円（前期比＋395億円、16.7％増） 
 

⑥ 特別損益 △47億円（前期比△11億円） 
 

⑦ 法人税、住民税及び事業税 1,148億円（前期比＋169億円、17.4％増） 
 

⑧ 当期純利益 1,597億円（前期比＋226億円、16.5％増） 
 
 
(2) 長期債務等の概要 
 

・長期債務は、前期末から1,624億円（単体1,555億円）縮減し、3兆3,361億円となった。 
・純資産残高は、前期末から1,263億円増加して9,307億円（自己資本比率17.8％）となった。 

参考資料  〔別紙１〕 



(3)キャッシュ・フローの状況 
 

① 営業活動によるキャッシュ・イン 5,008億円（前期比＋738億円） 
 

・東海道新幹線のご利用が好調に推移したことなどにより営業収益が増加したほか、前期末の曜日配
列の関係から未収となっていたＪＲ会社間で清算している収入金の入金があったことなどから、営
業活動によるネットの資金収入は増加。 

 
② 投資活動によるキャッシュ・アウト 2,665億円（前期比＋481億円） 

 
・Ｎ700系の新製・投入など固定資産の取得にかかる支出が増加したことなどから、投資活動によるネ
ットの資金支出は増加。 

 
③ 財務活動によるキャッシュ・アウト 2,364億円（前期比△1,089億円） 

 
・自己株式の取得を行った前期と比べ財務活動によるネットの資金支出は減少。 

 
④ 現金及び現金同等物期末残高 346億円（前期比△21億円） 

 
・営業活動により得た資金を設備投資及び債務返済に充当し、現預金等の残高は減少。 

 
 
２．平成２０年度の連結業績予想 

 
(1) 営業収益 １兆5,520億円（前期比△74億円、0.5％減） 
 
・当社の運輸収入については、前期比99％で見込む。 

 
(2) 経常利益 2,560億円（前期比△202億円、7.3％減） 
 
・支払利息の減少などにより営業外損益が改善するものの、Ｎ700系投入に伴う減価償却費増などにより、
減益を見込む。 

 
(3) 当期純利益 1,490億円（前期比△107億円、6.7％減） 

 
(4) 長期債務縮減見込額 1,420億円（単体 1,200億円） 
 
・設備投資3,150億円を行いつつ、長期債務を縮減。 
 
 

３．平成１９年度期末配当及び平成２０年度配当予想（当社） 
  

・当期末：各種施策の展開に加え、好調な経済状況もあり、下期以降においても輸送量が好調に推移し
たという状況を踏まえて、当初予想の1株当たり4,000円を500円増額して4,500円とする。 

 
・20年度：様々な課題に対処しつつも安定的な経営を維持していけるとの判断のもと、中間・期末とも

に1株あたり4,500円とする計画。 
 

 



〔別紙２〕

輸送人キロおよび運輸収入の比較

（単位：百万人キロ、億円）

平成１８年度 平成１９年度 増　減

新 定　期 1,254 1,311 57 104.6

幹 定期外 43,233 45,229 1,996 104.6

輸 線 合　計 44,487 46,540 2,053 104.6

送 在 定　期 5,279 5,380 101 101.9

人 来 定期外 3,767 3,891 124 103.3

キ 線 合　計 9,046 9,272 226 102.5

ロ 合 定　期 6,533 6,691 159 102.4

定期外 47,000 49,120 2,120 104.5

計 合　計 53,533 55,811 2,279 104.3

新 定　期 150 157 6 104.4

幹 定期外 10,279 10,698 419 104.1

運 線 合　計 10,430 10,856 426 104.1

運 賃 在 定　期 331 337 5 101.7

輸 ・ 来 定期外 707 728 20 103.0

収 料 線 合　計 1,039 1,065 26 102.6

入 金 合 定　期 482 494 12 102.6

定期外 10,986 11,427 440 104.0

計 合　計 11,469 11,922 452 103.9

0 0 △ 0 92.8

11,470 11,923 452 103.9

（注）１．当社単体に係る輸送人キロおよび運輸収入を記載

　　　２．輸送人キロは単位未満端数四捨五入

　　　３．運輸収入は単位未満端数切捨

前期比(%)

小荷物運賃・料金

合計



〔別紙３〕
比較損益計算書【連結】

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増　減 前期比
（%） 主な増減

[1.230] [1.236]

14,912 15,594 681 104.6
12,003 12,474 471 103.9 当社運輸収入の増

1,871 1,940 68 103.6 髙島屋売上増

418 444 25 106.1
618 735 117 118.9

10,887 11,250 362 103.3 減価償却費の増等

[1.057] [1.052]

4,024 4,344 319 107.9

△ 1,658 △ 1,582 76 95.4
99 87 △ 12 87.2

1,758 1,669 △ 88 94.9 支払利息の減等

[1.092] [1.078]

2,366 2,762 395 116.7

△ 36 △ 47 △ 11 132.1
191 345 153 180.0
227 392 164 172.4

2,330 2,714 384 116.5

978 1,148 169 117.4

△ 33 △ 48 △ 14 144.2

14 17 2 121.1

[1.054] [1.038]

1,371 1,597 226 116.5

（注）１．単位未満端数切捨、[　]内は連単倍率
      ２．営業収益の内訳は、セグメント別の外部顧客への売上高

セグメント別の営業損益
（単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増　減 前期比
（%）

12,120 12,602 482 104.0
1,958 2,027 68 103.5

625 660 34 105.5
1,594 1,758 163 110.2

△ 1,387 △ 1,454 △ 66 104.8
14,912 15,594 681 104.6
3,775 4,107 331 108.8

75 80 4 106.3
137 115 △ 21 84.2
42 38 △ 3 91.7

△ 5 2 8 -
4,024 4,344 319 107.9

（注）１．単位未満端数切捨
　　　　 ２．「消去又は全社」欄は、セグメント間取引の相殺消去等

特 別 損 益

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

特 別 損 失

科　　　　目

そ の 他 の 事 業

運 輸 業
流 通 業
不 動 産 業

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 外 損 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用
営 業 外 収 益

その他 の事 業

少 数 株 主 利 益

科　　　目 セグメント

当 期 純 利 益

営 業 収 益

営 業 利 益
計

消 去 又 は全 社
計

運 輸 業
流 通 業
不 動 産 業

消 去 又 は全 社

運 輸 業
流 通 業
不 動 産 業

その他 の事 業



〔別紙４〕
比較貸借対照表【連結】

（単位：億円）

科　　　　　　　目 平成18年度
期　　　   末

平成19年度
期　　　   末 増　減 主な増減

1,735 1,697 △ 38

49,910 49,795 △ 114
46,960 46,893 △ 66 減価償却による減

117 114 △ 3

2,832 2,786 △ 45

51,645 51,492 △ 153

6,583 6,353 △ 230 短期社債の減

37,018 35,831 △ 1,186

43,601 42,184 △ 1,416
34,985 33,361 △ 1,624 当社 △1,555　子会社 △68

8,044 9,307 1,263

51,645 51,492 △ 153

（注）単位未満端数切捨

比較キャッシュ・フロー計算書【連結】
（単位：億円）

科　　　　　　　目 平成18年度 平成19年度 増　減 主な増減

4,270 5,008 738
2,330 2,714 384 当社運輸収入の増等

2,152 2,284 132

△ 212 9 221

△ 2,183 △ 2,665 △ 481
△ 2,035 △ 2,653 △ 617

△ 148 △ 12 136

2,086 2,343 256

△ 3,454 △ 2,364 1,089
449 △ 350 △ 799

3,218 2,091 △ 1,127

△ 3,690 △ 3,715 △ 24

△ 3,089 -             3,089

△ 342 △ 390 △ 48

△ 1,367 △ 21 1,345

1,727 367 △ 1,359

8 -             △ 8

367 346 △ 21

（注）単位未満端数切捨

営 業 活 動 に よるキ ャッシ ュ・フ ロー

投 資 活 動 に よるキ ャッシ ュ・フ ロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

減 価 償 却 費

そ の 他

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額

有形・無形固定資産の取得による支出

そ の 他

長 期 借 入 ・社 債 発 行 に よる収 入

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

フリー・キャッシュ・フロー（営業＋投資）

長 期 債 務 の 返 済 に よ る 支 出

そ の 他

財 務 活 動 に よるキ ャッシ ュ・フ ロー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

短期社債の純増加額（△は純減少額）

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

[ う ち 長 期 債 務 ]

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産



〔別紙５〕
次期の業績予想【連結】

（単位：億円）

平成19年度
（実績）

平成20年度
（業績予想） 増　減 前期比

（%）

[1.236] [1.242]

15,594 15,520 △ 74 99.5

11,923 11,803 △ 120 99.0

11,250 11,470 219 102.0
[1.052] [1.060]

4,344 4,050 △ 294 93.2
[1.078] [1.089]

2,762 2,560 △ 202 92.7
[1.038] [1.057]

1,597 1,490 △ 107 93.3

（注）単位未満端数切捨、[　]内は連単倍率

セグメント別の業績予想
（単位：億円）

平成19年度
（実績）

平成20年度
（業績予想） 増　減 前期比

（%）

12,602 12,490 △ 112 99.1
2,027 2,077 49 102.4

660 703 42 106.4
1,758 1,635 △ 123 93.0

△ 1,454 △ 1,385 69 95.2
15,594 15,520 △ 74 99.5

4,107 3,792 △ 315 92.3
80 75 △ 5 93.3

115 140 24 121.0
38 34 △ 4 88.3
2 9 6 333.3

4,344 4,050 △ 294 93.2
（注）１．単位未満端数切捨

　　　　 ２．「消去又は全社」欄は、セグメント間取引の相殺消去等

長期債務の縮減見込額【連結・単体】
（単位：億円）

平成19年度 平成20年度

期末残高(実績) 縮減実績額 期末残高(見込) 縮減見込額

33,361 △ 1,624 31,941 △ 1,420

32,601 △ 1,555 31,401 △ 1,200
（注）単位未満端数切捨

設備投資の計画額【連結・単体】
（単位：億円）

平成19年度
（実績）

平成20年度
（計画） 増　減 前期比

（%）

3,136 3,150 13 100.4

2,774 2,900 125 104.5
（注）単位未満端数切捨

科　　　　目

科　　　　目

当 期 純 利 益

運 輸 業営 業 収 益

長 期 債 務 残 高 （連 結 ）

長 期 債 務 残 高 （単 体 ）

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

経 常 利 益

［うち当社運輸収入］

流 通 業
不 動 産 業
そ の 他 の 事 業
消 去 又 は 全 社

計

計

運 輸 業
流 通 業
不 動 産 業
そ の 他 の 事 業
消 去 又 は 全 社

設 備 投 資 額 （連 結 ）

設 備 投 資 額 （単 体 ）

営 業 利 益

科　　　　目



〔別紙６〕
比較損益計算書【単体】

（単位：億円）

平成18年度 平成19年度 増　減 前期比
（%）

主な増減

12,123 12,612 489 104.0

11,470 11,923 452 103.9 新幹線の増

652 689 36 105.6

8,314 8,484 169 102.0

1,752 1,768 16 100.9

4,228 4,257 29 100.7

321 317 △ 3 98.8

2,012 2,139 127 106.3 Ｎ700系の投入による増等

3,808 4,128 319 108.4

△ 1,640 △ 1,564 76 95.3

93 87 △ 6 93.3

1,734 1,651 △ 82 95.2 支払利息の減等

2,167 2,563 396 118.3

12 △ 6 △ 19 -

191 343 151 179.5

178 349 171 195.8

2,179 2,556 377 117.3

908 1,067 159 117.6

△ 29 △ 50 △ 20 170.4

1,301 1,539 238 118.3

（注）単位未満端数切捨

長期債務の推移【単体】  

（単位：億円）

平成３年度 平成18年度 平成19年度

54,562 34,156 32,601

－ △ 400 △ 1,555

－ △ 20,405 △ 21,961

（注）単位未満端数切捨

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 外 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益

減 価 償 却 費

科　　　　目

運 輸 収 入

営 業 収 益

長 期 債 務 残 高 （期 末 ）

年 間 縮 減 額

縮 減 累 計 額

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

そ の 他 の 収 入

人 件 費

物 件 費

租 税 公 課



〔別紙７〕
次期の業績予想【単体】

（単位：億円）

平成19年度
（実績）

平成20年度
（業績予想） 増　減 前期比

（%）

12,612 12,500 △ 112 99.1

11,923 11,803 △ 120 99.0

689 697 7 101.1

8,484 8,680 195 102.3

1,768 1,740 △ 28 98.4

4,257 4,300 42 101.0

317 320 2 100.7

2,139 2,320 180 108.4

4,128 3,820 △ 308 92.5

△ 1,564 △ 1,470 94 94.0

87 70 △ 17 80.3

1,651 1,540 △ 111 93.2

2,563 2,350 △ 213 91.7

△ 6 -               6 - 

2,556 2,350 △ 206 91.9

1,067 1,000 △ 67 93.6

△ 50 △ 60 △ 9 118.3

1,539 1,410 △ 129 91.6

（注）単位未満端数切捨

当 期 純 利 益

科　　　　目

運 輸 収 入

営 業 収 益

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 外 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益

そ の 他 の 収 入

物 件 費

租 税 公 課

減 価 償 却 費

人 件 費

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額



〔別紙８〕

期末決算参考数値【連結】

単位 平成18年度 平成19年度 増　減

億円 △ 1,495 △ 1,367 127

億円 1,503 1,383 △ 120

（ＥＰＳ） 円 69,407.69 81,106.04 11,698.35

％ 15.6 18.7 3.1

％ 15.3 17.8 2.5

億円 2,370 3,136 766

億円 34,985 33,361 △ 1,624

％ 4.04 3.89 △ 0.15

人 24,063 24,641 578
　（注）　期中平均株式数　　18年度　1,975,924株　　19年度　1,969,951株

　　　　　従業員数は、就業人員を示す。

期末決算参考数値【単体】

単位 平成18年度 平成19年度 増減

億円 △ 1,471 △ 1,346 124

億円 1,482 1,367 △ 115

（ＥＰＳ） 円 65,794.51 78,068.53 12,274.02

％ 15.2 18.7 3.5

％ 15.2 17.7 2.5

億円 2,098 2,774 676

億円 34,156 32,601 △ 1,555

％ 4.08 3.91 △ 0.17

人 15,818 16,193 375

人 1,317 1,192 △ 125
　（注）　期中平均株式数　　18年度　1,978,000株　　19年度　1,972,027株

　　　　　従業員数は、就業人員を示す。

金 融 収 支

設 備 投 資 額

設 備 投 資 額

支 払 利 息

１株当たり当期純利益

支 払 利 息

自 己 資 本 比 率

自己資本当期純利益率

自 己 資 本 比 率

退 職 者 数

金 融 収 支

平 均 金 利 （期 末 ）

長期債務残高（期末）

１株当たり当期純利益

従 業 員 数 （期 末 ）

長期債務残高（期末）

平 均 金 利 （期 末 ）

従 業 員 数 （期 末 ）

自己資本当期純利益率


